
本
会
は
、
こ
の
ほ
ど
「
平
成
29
年
度
市
議
会
の
活
動
に
関
す
る
実
態

調
査
結
果
」
を
取
り
ま
と
め
、
10
月
24
日
付
け
で
全
市
区
に
発
送
し
た
。

調
査
は
、
全
国
8
1
4
市
区
に
対
し
、
28
年
1
月
1
日
か
ら
12
月
31
日

を
対
象
期
間
と
し
て
、
オ
ン
ラ
イ
ン
調
査
シ
ス
テ
ム
に
よ
り
行
っ
た
。

回
収
率
は
1
0
0
％
。
調
査
結
果
は
、
本
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら
閲
覧

で
き
る
。

本
紙
で
は
、
調
査
結
果
の
一
部

を
、
今
号（
上
）と
次
号
（
下
）
に

分
け
、
掲
載
す
る
。
今
号
（
上
）

で
は
▽
通
年
会
期
制
の
採
用
状
況

▽
休
日
・
夜
間
議
会
の
開
催
市
数

▽
個
人
・
代
表
質
問
の
実
施
状
況

▽
一
問
一
答
制
の
実
施
状
況
▽
議

会
基
本
条
例
の
制
定
状
況
・

議
会
報
告
会
の
開
催
状
況
―

を
掲
載
。
な
お
、
本
文
中
括

弧
内
の
％
は
、
特
段
の
記
載
が
な

い
限
り
、
調
査
対
象
の
8
1
4
市

区
数
に
対
す
る
割
合
。
27
年
以
前

の
調
査
結
果
を
含
む
記
述
に
つ
い

て
は
、
全
て
本
紙
調
べ
に
よ
る
。

通
年
会
期
制
の
採
用
状
況

通
年
会
期
制
を
採
用
し
て
い
る

市
は
27
年
か
ら
2
市
増
の
29
市
区

（
3
・
6
％
）
と
な
っ
た
。
29
市

区
の
う
ち
、
※
1地方
自
治
法
第
1
0

2
条
第
2
項
に
基
づ
き
、
定
例
会

を
条
例
で
年
1
回
と
定
め
て
い
る

市
は
21
市
区
で
27
年
か
ら
2
市

（
あ
き
る
野
市
、
守
谷
市
）
増
。

24
年
の
同
法
改
正
（
条
文
追
加
）

に
よ
る
※
2第1
0
2
条
の
2
第
1
項

に
基
づ
く
市
は
8
市
で
27
年
か
ら

増
え
て
い
な
い
。

な
お
、
通
年
会
期
制
を
採
用
し

て
い
る
29
市
区
に
つ
い
て
、
開
会

年
別
、
条
文
別
に
示
す
と
表
①
の

通
り
。

表① 通年会期制を採用している市区（開会年別、条文別）

表② 質問の時間制限

１※地
方
自
治
法
第
1
0
2
条

第
2
項

第
百
二
条

2

定
例
会
は
、
毎
年
、

条
例
で
定
め
る
回
数
こ

れ
を
招
集
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

２※
地
方
自
治
法
第
1
0
2
条

の
2
第
1
項

第
百
二
条
の
二

普
通
地

方
公
共
団
体
の
議
会
は
、

前
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら

ず
、
条
例
で
定
め
る
と
こ

ろ
に
よ
り
、
定
例
会
及
び

臨
時
会
と
せ
ず
、
毎
年
、

条
例
で
定
め
る
日
か
ら
翌

年
の
当
該
日
の
前
日
ま
で

を
会
期
と
す
る
こ
と
が
で

き
る
。

休
日
・
夜
間
議
会
の
開
催
市
数

休
日
議
会
を
開
催
し
て
い
る
市

は
27
年
と
同
数
（
た
だ
し
、
6
市

増
6
市
減
）
の
19
市
（
2
・
3
％
）

だ
っ
た
。

近
5
年
を
見
る
と
、
24
年
、
25

年
が
19
市
区
、
26
年
が
17
市
区
開

催
し
て
い
る
。

夜
間
議
会
を
開
催
し
て
い
る
市

は
27
年
と
同
数
の
3
市
（
夕
張
市
、

大
東
市
、
荒
尾
市
）（
0
・
4
％
）

だ
っ
た
。
大
東
市
は
12
年
か
ら
、

夕
張
市
は
23
年
か
ら
、
荒
尾
市
は

27
年
か
ら
毎
年
開
催
し
て
い
る
。

調
査
結
果
で
は
、
休
日
・
夜
間

議
会
そ
れ
ぞ
れ
に
つ
い
て
、
開
催

内
容
、
傍
聴
者
数
な
ど
が
掲
載
さ

れ
て
い
る
。

個
人
・
代
表
質
問
の
実
施
状
況

個
人
質
問
を
実
施
し
た
市
区

（
①
）
の
数
は
27
年
か
ら
1
市
増

の
8
0
4
市
区
（
98
・
8
％
）
だ

っ
た
。
増
え
た
1
市
は
、
28
年
10

月
に
市
制
施
行
し
た
富
谷
市
。
代

表
質
問
を
実
施
し
た
市
区
（
②
）

の
数
は
27
年
か
ら
3
市
増
（
9
市

増
6
市
減
）
の
4
0
2
市
区
（
49

・
4
％
）
だ
っ
た
。

今
回
新
た
に
質
問
の
時
間
制
限

に
つ
い
て
調
査
し
た
。
個
人
質
問

【
2
面
へ
続
く
】

第2029号11月5日平成２9年
（２０１7年）

市区数

1市

2市

7市

11市区

6市

2市

29市区

第102条の2第1項

―

―

柏崎市、小松島市、
三好市

常総市、鳥羽市、
福島市

厚木市、久慈市

―

8市

第102条第2項

四日市市

壱岐市、豊明市

大阪狭山市、大津市、
白山市、根室市

滝沢市、土佐清水市、
相模原市、大東市、
京都市、荒川区、
文京区、金沢市

登米市、青梅市、
枚方市、北上市

あきる野市、守谷市

21市区

年

23年

24年

25年

26年

27年

28年

市区数

その他

114市区
14.4％

―

177市区
47.1％

―

61分以上

49市
6.2％

7.2％

29市
7.7％

14.6％

31～60分

440市
55.7％

65.1％

129市区
34.3％

64.8％

30分以内

187市区
23.7％

27.7％

41市区
10.9％

20.6％

1人当たりの持ち時間

個人質問の時間制限：790市区
790市区に占める割合

上欄のうち「その他」を除いた
676市区に占める割合

代表質問の時間制限：376市区
376市区に占める割合

上欄のうち「その他」を除いた
199市区に占める割合

市
議
会
の
活
動
に
関
す
る
実
態
調
査
結
果（
上
）

議
会
基
本
条
例
制
定
は
4
7
0
市
区
に

※調査結果を基に本紙が作成した。

※過去の調査結果とあわせて本紙が作成した。

〒102-0093
東京都千代田区平河町2-4-2
代表 TEL 03（3262）5234
旬報 TEL 03（3262）2309
発行人 滝本 純生

（1） 平成29年11月5日 第2029号
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表③ 一問一答制実施市区数

の
時
間
を
制
限
し
て
い
る

市
区
は
7
9
0
市
区
（
①

の
98
・
3
％
）
だ
っ
た
。

1
人
当
た
り
の
持
ち
時
間

は
31
分
〜
60
分
以
内
と
し

て
い
る
市
が
最
も
多
く
、

4
4
0
市
（
時
間
制
限
市

区
の
55
・
7
％
、
そ
の
他

を
除
い
た
割
合
は
65
・
1

％
）
だ
っ
た
。
答
弁
時
間

を
質
問
時
間
に
含
む
市
区

は
、
4
6
2
市
区
（
①
の

58
・
5
％
）
だ
っ
た
。

代
表
質
問
で
は
、
時
間
を
制
限

し
て
い
る
市
区
が
3
7
6
市
区

（
②
の
93
・
5
％
）
だ
っ
た
。
1

人
あ
た
り
の
持
ち
時
間
は
31
分
〜

60
分
以
内
と
し
て
い
る
市
区
が
最

も
多
く
1
2
9
市
区
（
時
間
制
限

市
区
の
34
・
3
％
、
そ
の
他
を
除

い
た
割
合
は
64
・
8
％
）
だ
っ
た
。

答
弁
時
間
を
質
問
時
間
に
含
む
市

は
、
1
7
5
市
区
（
②
の
43
・
5

％
）
だ
っ
た
。

個
人
質
問
、
代
表
質
問
の
そ
れ

ぞ
れ
の
質
問
の
持
ち
時
間
を
表
②

（
1
面
）
と
し
て
掲
載
し
た
。

一
問
一
答
制
の
実
施
状
況

一
問
一
答
で
質
問
を
行
っ
た
市

区
は
、
個
人
質
問
実
施
市
区（
①
）

で
27
年
か
ら
18
市
増
（
19
市
増
1

市
減
）
の
7
2
0
市
区
（
①
の
89

・
6
％
）
だ
っ
た
。
代
表
質
問
実

施
市
区
（
②
）
で
は
27
年
か
ら
4

市
増
の
2
0
8
市
区
（
②
の
51
・

7
％
）
だ
っ
た
。
4
市
増
で
は
あ

る
が
、
27
年
に
一
問
一
答
を
行
わ

ず
28
年
に
行
っ
た
市
は
12
市
で
、

27
年
に
行
い
28
年
に
行
わ
な
か
っ

た
市
が
5
市
、
27
年
に
行
い
28
年

に
代
表
質
問
自
体
を
行
わ
な
か
っ

た
市
が
3
市
で
あ
る
。

な
お
、
個
人
質
問
ま
た
は
代
表

質
問
の
ど
ち
ら
か
で
も
一
問
一
答

を
行
っ
た
市
区
は
7
2
6
市
区

（
89
・
2
％
）
だ
っ
た
。

近
5
年
の
実
施
状
況
の
推
移
を

表
③
と
し
て
掲
載
し
た
。

議
会
基
本
条
例
の
制
定
状
況

・
議
会
報
告
会
の
開
催
状
況

議
会
基
本
条
例
を
制
定
し
て
い

る
市
区
は
27
年
か
ら
26
市
増
（
27

市
増
1
市
減
）の
4
7
0
市
区（
57

・
7
％
）
だ
っ
た
。

議
会
報
告
会
を
開
催

し
て
い
る
市
区
は
27
年

か
ら
39
市
区
増
（
70
市

区
増
31
市
減
）
の
4
4

2
市
区
（
54
・
3
％
）

と
な
り
、
初
め
て
5
割

を
超
え
た
。

近
5
年
の
制
定
状
況

・
開
催
状
況
に
つ
い
て
、

そ
れ
ぞ
れ
の
調
査
結
果

か
ら
抜
粋
し
て
、
グ
ラ

フ
と
し
て
ま
と
め
た
。

議
会
基
本
条
例
に
基

づ
く
議
会
報
告
会
を
開

催
し
た
市
区
は
27
年
か

ら
38
市
増
（
59
市
増
21

市
減
）
の
3
7
3
市
区

（
45
・
8
％
）
、
申
し

合
わ
せ
等
に
基
づ
く
議

会
報
告
会
を
開
催
し
た
市
区
は
27

年
か
ら
1
市
区
増
（
23
市
区
増
22

市
減
）
の
69
市
区
（
8
・
5
％
）

だ
っ
た
。
申
し
合
わ
せ
等
に
基
づ

く
議
会
報
告
会
で
減
少
し
た
22
市

の
う
ち
の
11
市
が
、
議
会
基
本
条

例
に
基
づ
く
議
会
報
告
会
と
な
っ

た
。ま

た
、
今
回
新
た
に
調
査
し
た
、

議
会
報
告
会
の
主
な
内
容
は
、
▽

報
告
及
び
意
見
交
換
�
3
8
6
市

区
（
議
会
報
告
会
開
催
市
区
の
87

・
3
％
）
▽
意
見
交
換
の
み
�
36

市
（
同
8
・
1
％
）
▽
報
告
の
み

�
15
市
区
（
同
3
・
4
％
）
―
な

ど
と
な
っ
て
い
る
。

【
1
面
か
ら
続
く
】

グラフ 議会基本条例制定市区数・割合、
議会報告会開催市区数・割合の推移（近5年）

▽
海
南
市
（
和
歌
山
県
）

〒
6
4
2
―
8
5
0
1

和
歌
山

県
海
南
市
南
赤
坂
11

電
話
番
号
、
フ
ァ
ク
ス
番
号
は
変

更
な
し

▽
出
水
市
（
鹿
児
島
県
）

住
所
、
電
話
番
号
、
フ
ァ
ク
ス
番

号
は
変
更
な
し

28年

（89.6％）

18市増

（51.7％）

4市増

720市
804市区

208市区
402市区

27年

（87.4％）

18市増

（51.1％）

5市増

702市
803市区

204市区
399市区

26年

（85.2％）

28市増

（50.3％）

6市増

684市
803市区

199市区
396市区

25年

（82.0％）

37市区増

（49.2％）

19市増

656市区
800市区

193市区
392市区

24年

（77.9％）

45市増

（45.2％）

16市増

619市
795市区

174市区
385市区

年

（割合）

対前年比一問一答制実施市区数

（割合）

対前年比一問一答制実施市区数

一問一答制実施市区数
個人質問実施市区数

一問一答制実施市区数
代表質問実施市区数

11月5日現在の市区数
指定都市 20市
中核市 48市
施行時特例市 36市
一般市 687市
特別区 23区
計 814

※括弧内の％は各年の個人または代表質問実施市区数に対する一問一答制実施市区数の割合
※過去の調査結果とあわせて本紙が作成した。

：議会基本条例制定市区数（左目盛）
：申し合わせ等に基づく議会報告会開催市区数（左目盛）
：議会基本条例に基づく議会報告会開催市区数（左目盛）
：議会基本条例制定割合（右目盛）
：議会報告会開催割合（右目盛）

※ の上の数字は議会報告会開催市区数（申し合わせ等に基づく議会
報告会開催市区数と議会基本条例に基づく議会報告会開催市区数との合算）

※調査対象市区数は24年811市区、25年812市区、26年813市区、27年813市区、28年
814市区
※割合は全て調査対象市区数に対する割合
※過去の調査結果とあわせて本紙が作成した。

新新
庁庁
舎舎
落落
成成

第2029号 平成29年11月5日 （2）全 国 市 議 会 旬 報



内
閣
府
は
10
月
11
日
、
29
年
の

提
案
募
集
方
式
に
つ
い
て
、
関
係

府
省
か
ら
の
第
2
次
回
答
を
公
表

し
た
。
こ
の
う
ち
、
市
が
提
案
し
、

重
点
事
項
と
な
っ
た
15
件
（
2
0

2
0
号
4
面
、
2
0
2
2
号
4
面
、

2
0
2
6
号
3
面
で
取
り
上
げ
た

も
の
）に
つ
い
て
、
概
要
を
表（
下

表
参
照
）
に
ま
と
め
た
。

10
月
12
日
か
ら
20
日
に
か
け
て

は
、
地
方
分
権
改
革
有
識
者
会
議

（
座
長
�
神
野
直
彦
・
日
本
社
会

事
業
大
学
学
長
・
東
京
大
学
名
誉

教
授
）
の
提
案
募
集
検
討
専
門
部

会
（
部
会
長
�
髙
橋
滋
・
法
政
大

学
教
授
）
が
6
回
開
催
（
他
の
部

会
と
の
合
同
部
会
含
む
）
さ
れ
、

関
係
府
省
か
ら
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
が

行
わ
れ
て
い
る
。

第
2
次
回
答
、
関
係
府
省
か
ら

の
ヒ
ア
リ
ン
グ
な
ど
の
提
案
募
集

の
状
況
、
提
案
募
集
に
関
連
す
る

会
議
な
ど
は
内
閣
府
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
（h

ttp
:
//w
w
w
.c
a
o
.

g
o
.jp
/b
u
n
k
e
n

―su
ish
in
/

te
ia
n
b
o
sy
u
/2
0
1
7
/in
d
e

x

―h
29.h

tm
l

）
に
掲
載
さ
れ
て

い
る
。

表 市が提案し、重点事項となったもの（本紙2020号4面、2022号4面、2026号3面で取り上げたもの）
第2次回答の概要

①待機児童解消は保育の質を確保しながら進めるものであり、代
替配置は対応困難。②居室面積基準の緩和は、保育の質を切り下
げてまで優先すべき対応とは考えにくい。③人員配置要件の見直
しは、保育の質確保の観点から認められない。

①従うべき基準を参酌基準化し緩和することは慎重であるべきだ
が、その上で、放課後児童支援員の配置基準については検討可能。
資格制限規定緩和のために必要な対応を行う。②児童厚生員の放
課後児童支援員研修の受講免除は慎重であるべき。その上で、研
修方法については検討可能。

中核市長会の検討を注視。幼稚園側に、幼児教育の質の確保の観
点から、中核市の事務体制・処理能力への不安などがある。

①特定教育・保育施設の定員減少の届出を協議とすることは、施
設側の負担増が懸念され、慎重な検討が必要。②2歳児の定期的
な預かりに保育を必要としない子どもを対象に含めるのは困難。

代替保育の提供が安心して保育を受けられる環境確保に重要であ
ることに鑑みると、任意項目化は困難。

年金から児童扶養手当の返還額の天引きは困難。

①児童手当からの徴収は自治体の意向調査の結果を踏まえ、必要
な対応を検討。②私人への徴収委託が可能である旨、年末の閣議
決定までに十分な周知を図る。

訪問介護と「訪問型サービスＡ」を一体的に運営する場合、同一
人物によるサービス提供責任者の兼務可能について、29年度内を
めどに周知。

①生活保護申請は義務を生じるので、後見人が代理可能な法律行
為にとどまらない。職権保護の周知を検討したい。②徴収金の上
限は、柔軟な対応が可能な旨を明確化し通知改正などを検討。

予防接種事務について、市町村への業務連携の実態調査結果も踏
まえ、関係府省と連携の上、必要な措置を講じる。

①市町村運営有償運送で、一定の場合に限り事業用自動車を活用
可能であることを明確化。②軽微な変更は例を示して周知。

①所有者が特定困難な土地の有効活用は、関係府省が一体となっ
て検討。②地方公共団体による法定相続人からの代表人の指定は、
共有持分を超える責任を負わせる可能性があるため困難。

指定管理者制度の適用範囲などについては、地方公共団体独自で
決めることが可能。

罹災証明書の迅速・円滑な発行は、内閣府が設置する検討の場に
おいて、議論する。

点検頻度について、現時点での提示は困難。点検手法は、民間に
よる新技術の開発促進に努める。

提案名

「保育所等の児童福祉施設に係る『従
うべき基準』等の見直し」

「放課後児童健全育成事業に係る『従
うべき基準』等の見直し」

「幼保連携型以外の認定こども園の
認定等の権限の都道府県から中核
市への移譲」

「子ども・子育て支援新制度に関す
る見直し」

「家庭的保育事業等における連携施
設の要件緩和」

「児童扶養手当に関係する事務の見
直し」

「学校給食費の徴収に関する見直し」

「訪問介護のサービス提供責任者の
兼務に係る『従うべき基準』の見直
し」

「生活保護制度関連の見直し」

「社会保障分野におけるマイナンバ
ー利用事務について情報連携の項
目を追加するよう見直し」

「地域公共交通に係る制度・運用の
見直し」

「所有者不明土地・空家等の適正管
理に係る見直し」

「地方公共団体が独自に整備した住
宅の公営住宅への転用を可能とす
る規制緩和」

「罹災証明制度の見直し」

「新技術等を活用した橋梁点検を可能
とするための点検手法等の見直し」

提案団体

宇治市、
須坂市、
直方市ほか

本巣市、
中津川市、
豊川市、
半田市、
出雲市ほか

松山市ほか

箕面市、
高岡市ほか

越谷市

奥州市

伊丹市、
横浜市ほか

八王子市、
狛江市

岐阜市、
郡山市ほか

豊田市ほか

上越市、
新潟市ほか

中津川市、
洲本市、
堺市ほか

掛川市、
袋井市ほか

注

豊田市ほか

番号

1

2

3

4

6

9

11

14

20

22

23

31

32

43

46

提提
案案
募募
集集
方方
式式

注）由布市、大分市、中津市、日田市、佐伯市、臼杵市、竹田市、豊後高田市、杵築市、宇佐市、豊後大野市、国東市ほか
※番号は重点事項の番号
※関係府省からの第2次回答の資料を基に本紙が作成。

―

関
係
府
省
か
ら
の

第
2
次
回
答
を
公
表
―
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平
成
29
年
度
地
方
議
会
図
書
室

等
職
員
研
修
会
を
8
月
24
日
・
25

日
に
開
催
し
た
（
本
紙
2
0
2
4

号
3
面
に
掲
載
）
。
本
紙
で
は
2

0
2
5
号
か
ら
順
次
、
概
要
を
掲

載
し
て
き
た
が
、
今
号
で
掲
載
を

終
了
す
る
。

今
号
は
、
七
原
千
紘
・
田
原
市

中
央
図
書
館
司
書
か
ら
の
事
例
報

告
「
議
会
図
書
室
へ
の
公
共
図
書

館
の
見
方
・
関
わ
り
方
」
に
つ
い

て
。議

会
図
書
室
へ
の
公
共
図
書
館

の
見
方
・
関
わ
り
方

田
原
市
中
央
図
書
館
司
書

七
原
千
紘

氏

田
原
市
は
人
口
約
6
万
3
0
0

0
人
で
、
議
会
は
議
員
18
名
、
事

務
局
職
員
6
名
、
議
員
全
員
が
タ

ブ
レ
ッ
ト
を
使
用
し
、
情
報
共
有

に
努
め
て
い
る
。
議
会
図
書
室
は

専
任
司
書
は
い
な
い
。
蔵
書
は
9

0
0
冊
で
計
画
書
、
予
算
・
決
算

書
な
ど
の
行
政
資
料
が
大
半
を
占

め
る
。
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
は
な
い
。

田
原
市
図
書
館
は
、
中
央
館
と
2

つ
の
分
館
か
ら
な
る
。
職
員
は
正

規
が
10
名
、
う
ち
7
名
が
司
書
資

格
を
持
つ
。
嘱
託
は
22
名
で
全
員

が
司
書
資
格
を
有
す
る
。
人
口
6

万
人
台
の
市
で
は
住
民
1
人
当
た

り
の
貸
出
件
数
は
60
市
中
第
3
位

で
あ
る
。
建
設
前
か
ら
住
民
と
の

対
話
を
欠
か
さ
ず
、
開
館
後
も
住

民
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
と
一
体
と
な
り
、

さ
ま
ざ
ま
な
サ
ー
ビ
ス
を
実
施
し

て
い
る
。
図
書
館
の
行
政
支
援
サ

ー
ビ
ス
は
、
参
考
・
郷
土
担
当
5

名
を
中
心
に
①
レ
フ
ァ
レ
ン
ス

（
調
査
の
補
助
）
②
複
写
③
団
体

貸
出
④
政
策
・
イ
ベ
ン
ト
の
Ｐ
Ｒ

展
示
（
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
含

む
）
⑤
郷
土
・
行
政
資
料
の
提
供

・
配
布
―
な
ど
を
行
っ
て
い
る
。

議
会
と
の
連
携
は
26
年
12
月
、

議
会
事
務
局
職
員
か
ら
議
会
図
書

室
が
図
書
室
と
し
て
使
わ
れ
て
い

な
い
旨
相
談
を
受
け
た
の
が
き
っ

か
け
。
図
書
室
を
見
学
し
た
が
、

古
い
資
料
が
多
く
、
蔵
書
を
職
員

も
把
握
で
き
て
い
な
い
よ
う
だ
っ

た
。
27
年
1
月
、
資
料
選
定
と
レ

イ
ア
ウ
ト
の
見
直
し
を
行
っ
た
。

27
年
度
に
は
試
験
的
な
サ
ー
ビ

ス
を
始
め
た
。
行
政
支
援
サ
ー
ビ

ス
の
し
く
み
を
活
用
し
、
定
例
会

に
合
わ
せ
、
レ
フ
ァ
レ
ン
ス
と
団

体
貸
出
（
最
大
3
0
0
冊
・
60
日

間
）
を
行
う
な
ど
独
自
の
サ
ー
ビ

ス
を
模
索
し
た
。
議
会
支
援
サ
ー

ビ
ス
の
申
請
用
紙
を
作
成
、
1
年

間
の
連
携
の
ま
と
め
を
行
い
、
連

携
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
作
成
、
担
当
間

で
共
有
し
た
。

28
年
度
か
ら
は
支
援
サ
ー
ビ
ス

を
本
格
的
に
実
施
し
、
年
4
回
、

1
0
0
冊
の
団
体
貸
出
を
し
、
24

件
の
レ
フ
ァ
レ
ン
ス
を
行
っ
た
。

29
年
1
月
に
は
、
塚
田
洋
・
国
立

国
会
図
書
館
勤
務
を
講
師
に
招
き
、

議
員
、
議
会
事
務
局
職
員
、
図
書

館
担
当
職
員
の
合
同
研
修
を
行
っ

た
。
ま
た
、
同
年
3
月
に
は
、
レ

フ
ァ
レ
ン
ス
事
例
集
を
作
成
し
、

議
員
の
タ
ブ
レ
ッ
ト
に
送
信
し
た
。

議
会
図
書
室
の
購
読
雑
誌
の
バ
ッ

ク
ナ
ン
バ
ー
を
譲
り
受
け
、
登
録

を
始
め
た
。
行
政
支
援
サ
ー
ビ
ス

は
27
年
度
が
48
件
2
0
6
冊
、
28

年
度
が
57
件
1
3
7
冊
、
こ
の
う

ち
議
会
支
援
サ
ー
ビ
ス
は
、
27
年

度
8
件
1
4
3
冊
、
28
年
度
8
件

1
0
0
冊
だ
っ
た
。
議
会
支
援
で

冊
数
が
減
っ
て
い
る
の
は
、
代
わ

り
に
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
や
Ｗ
ｅ
ｂ
情

報
の
提
供
が
増
え
た
た
め
。
レ
フ

ァ
レ
ン
ス
の
事
例
と
し
て
は
▽
東

三
河
5
市
の
休
日
保
育
状
況
▽
業

務
継
続
計
画（
Ｂ
Ｃ
Ｐ
）▽
貧
困
対

策
（
学
習
支
援
）
▽
都
市
計
画
線

引
き
見
直
し
制
度
▽
学
校
跡
地
の

活
用
方
法
▽
市
職
員
の
副
業
促
進

の
新
基
準
▽
家
庭
ご
み
の
減
量
・

有
料
化
▽
サ
ー
フ
タ
ウ
ン
構
想
▽

介
護
福
祉
士
・
看
護
師
に
対
す
る

助
成
・
奨
学
金
制
度
―
な
ど
。

29
年
度
か
ら
行
政
サ
ー
ビ
ス
の

名
称
を「
行
政
・
議
会
サ
ー
ビ
ス
」

に
変
更
し
、
行
政
職
員
、
図
書
館

職
員
に
対
し
、
議
会
支
援
の
周
知

を
図
っ
た
。
申
請
用
紙
を
統
一
し
、

個
人
カ
ー
ド
の
利
用
も
可
能
に
し

た
。
先
日
、
市
民
と
議
員
の
意
見

交
換
会
が
あ
り
、
図
書
館
で
は
1

カ
月
前
か
ら
Ｐ
Ｒ
展
示
を
し
た
。

展
示
が
き
っ
か
け
で
意
見
交
換
会

に
参
加
し
た
市
民
は
少
な
か
っ
た

が
、
図
書
館
の
情
報
発
信
力
は
議

会
事
務
局
職
員
に
感
心
さ
れ
た
。

今
後
は
、
議
会
・
議
員
の
活
動
を

紹
介
す
る
展
示
や
、
議
員
と
行
政

職
員
向
け
の
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
講
座

を
開
催
す
る
予
定
で
あ
る
。

今
後
の
課
題
は
、
議
会
図
書
室

の
蔵
書
の
充
実
と
、
議
員
・
議
会

事
務
局
職
員
に
図
書
館
の
活
用
法

を
認
知
し
て
も
ら
う
こ
と
で
あ
る
。

議
員
ア
ン
ケ
ー
ト
を
実
施
し
、
サ

ー
ビ
ス
に
反
映
さ
せ
た
い
。
ま
た
、

図
書
館
職
員
の
誰
も
が
対
応
で
き

る
よ
う
、
調
査
方
法
な
ど
の
共
有
、

図
書
館
蔵
書
の
構
築
も
不
可
欠
で

あ
る
。

議
会
と
の
連
携
は
、
通
常
業
務

の
合
間
で
あ
り
、
時
間
の
確
保
が

困
難
な
と
き
も
あ
る
。
議
会
事
務

局
の
担
当
者
と
小
ま
め
に
連
絡
を

取
り
、
少
し
で
も
顔
を
合
わ
せ
話

が
で
き
る
よ
う
心
掛
け
た
。
「
毎

回
、
多
様
な
情
報
で
本
当
に
助
か

る
」
と
言
わ
れ
、
図
書
館
が
使
え

る
と
い
う
認
識
を
持
っ
て
も
ら
え

て
い
る
。
公
共
図
書
館
だ
か
ら
こ

そ
で
き
る
議
会
支
援
は
ま
だ
ま
だ

あ
る
と
思
う
の
で
、
し
っ
か
り
取

り
組
み
た
い
。

特
定
非
常
災
害
指
定
政
令

の
一
部
改
正
を
閣
議
決
定

政
府
は
10
月
6
日
の
閣
議
に
お

い
て
、
「
平
成
28
年
熊
本
地
震
に

よ
る
災
害
に
つ
い
て
の
特
定
非
常

災
害
及
び
こ
れ
に
対
し
適
用
す
べ

き
措
置
の
指
定
に
関
す
る
政
令
の

一
部
を
改
正
す
る
政
令
」
を
閣
議

決
定
し
た
（
10
月
12
日
施
行
）
。

こ
の
政
令
は
、
28
年
5
月
に
制

定
さ
れ
た
政
令
（
1
9
7
5
・
6

号
4
面
に
掲
載
）を
改
正
し
、「
建

築
基
準
法
に
よ
る
応
急
仮
設
住
宅

の
存
続
期
間
の
特
例
に
関
す
る
措

置
」
を
追
加
指
定
す
る
も
の
。

こ
れ
に
よ
り
、
建
築
基
準
法
で

最
長
2
年
3
カ
月
間
と
さ
れ
て
い

る
応
急
仮
設
住
宅
の
存
続
期
間
に

つ
い
て
、
特
定
行
政
庁
の
許
可
に

よ
り
、
さ
ら
に
1
年
を
超
え
な
い

範
囲
内
で
の
延
長
が
可
能
（
再
延

長
可
）
と
な
る
。

▼
議
長

▽
和
泉

石
原
日
出
子（
10
・
3
）

▽
羽
咋

櫻
井
英
一（
10
・
6
）

▽
摂
津

藤
浦
雅
彦（
10
・
10
）

▽
阪
南

上
甲

誠（
10
・
10
）

▼
副
議
長

▽
和
泉

坂
本
健
治（
10
・
3
）

▽
羽
咋

寺
井
哲
也（
10
・
6
）

▽
摂
津

弘

豊（
10
・
10
）

▽
阪
南

二
神

勝（
10
・
10
）

▼
事
務
局
長

▽
に
か
ほ

藤
谷
博
之（
4
・
1
）

▽
福
津

田
中
英
智（
4
・
1
）

▽
阪
南

山
本
雅
清（
4
・
1
）

▽
守
山

高
橋
み
ち
え（
4
・
1
）

▽
朝
来

北
垣
敏
彦（
4
・
1
）

▽
南
さ
つ
ま

前
田
健
二（
4
・
1
）

▽
松
原

小
峰
正
男（
10
・
5
）

議議
会会
人人
事事

〈終〉

議
会
図
書
室
研
修
会
の
概
要
④

先
進
事
例（
公
共
図
書
館
と
議
会
と
の
連
携
）・

田
原
市
中
央
図
書
館
の
取
り
組
み
を
学
ぶ講演する七原司書
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